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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第89期

第2四半期連結
累計期間

第90期
第2四半期連結
累計期間

第89期
第2四半期連結
会計期間

第90期
第2四半期連結
会計期間

第89期

会計期間

自平成20年
　4月 1日
至平成20年
　9月30日

自平成21年
　4月 1日
至平成21年
　9月30日

自平成20年
　7月 1日
至平成20年
　9月30日

自平成21年
　7月 1日
至平成21年
　9月30日

自平成20年
4月 1日

至平成21年
3月31日

売上高（千円） 9,040,8687,358,7344,220,7643,450,55717,253,684

経常損益（千円） △520,550△336,551△448,258△257,741△438,551

四半期（当期）純損益（千円） △596,920△537,464△431,216△379,345△855,580

純資産額（千円） － － 5,426,1584,459,3084,838,222

総資産額（千円） － － 16,611,51114,577,98815,836,405

１株当たり純資産額（円） － － 155.81 124.17 136.82

１株当たり四半期（当期）純損益

金額（円）
△17.20 △15.49 △12.43 △10.94 △24.66

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 32.5 29.5 30.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
81,375△164,601 － － 334,231

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
96,581△304,656 － － △427,591

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△543,168 △891 － － 324,857

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 1,390,1231,600,6581,962,469

従業員数（人） － － 1,222 1,135 1,151

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、ま

た潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

 

 

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

 

 

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 1,135(41)

　（注）１．従業員数は当社グループからグループ外への出向者を除く就業人員数であります。

２．従業員数の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 483 (34)

　（注）１．従業員数は当社から社外への出向者を除く就業人員数であります。

２．従業員数の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間の染色加工部門の生産実績を示すと、次のとおりであります。

事業部門 金額（千円） 前年同期比（％）　

染色加工（繊維事業） 2,072,060 △22.3

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当第２四半期連結会計期間における染色加工業の受注状況を示すと、次のとおりであります。

事業部門 受注高（千円） 前年同期比（％）　 受注残高（千円） 前年同期比（％）　

染色加工（繊維事業） 2,081,363 △23.9 875,145 △14.1

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業部門 金額（千円） 前年同期比（％）

繊維事業  　

　染色加工 1,996,378 △27.2

　繊維製品等販売 1,136,250 △6.0

繊維事業計　（千円） 3,132,629 △20.7

不動産賃貸事業（千円） 22,482 △7.4

機械販売事業（千円） 25,343 △39.0

倉庫事業（千円） 86,012 △16.9

保育サービス事業（千円） 267,412 26.3

システム事業（千円） 26,868 △41.4

その他の事業（千円） 667 △33.0

小計（千円） 3,561,415 △18.6

セグメント間取引（千円） △110,858 30.3

合計（千円） 3,450,557 △18.2

　（注）１．主な相手先の販売実績については、総販売実績に対する割合がいずれも100分の10未満のため、記載を省略し

ております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

 　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1)業績の状況

  当第2四半期連結会計期間における我が国経済は、昨年秋の金融危機以降、政府による経済対策効果もあり持

ち直しの動きが見られるものの、企業収益は低水準にとどまり、所得減少や雇用不安から個人消費の低迷が続

くなど、依然として先行き不透明感が強い状況にて推移しました。　

　繊維業界におきましては、消費者の節約志向の更なる強まりによって、不要不急の商品である衣料品の買い控

えが顕著になり、百貨店やショッピングセンターなど店頭における衣料品販売は著しく落ち込みました。また

売り場での低価格化によって、企業間の価格競争が激化し、より安価なコストを求めて繊維生産の海外移転が

更に進展するなど、特に当社グループが主力とする染色加工業界における受注環境は深刻さを増しておりま

す。

  このような状況下、当社グループは収益改善を図るため、染色加工事業におきまして、国内では、エコ対応商

品や機能商品など独自の付加価値商品の拡販を展開したほか、国内事業所再構築の一貫として更なる品質向上

や生産の効率化を図るためにニット加工事業の集約化を今期下半期からの実施に向けて進め、海外繊維事業に

おきましては、採算性を重視した営業を展開し、日本向け輸出を拡大すると共にローカル市場での受注増大に

も注力しました。また非繊維事業では、社会的な需要増加を背景に成長を続ける保育サービス事業の事業拡大

に努めました。

  これらの結果、当第2四半期連結会計期間は、売上高3,450百万円（前年同期比18.2％減、770百万円減）と海

外繊維事業は好調に推移したものの、国内染色加工事業の大幅な受注減少により減収となりました。一方、利益

面は、黒字回復には至らなかったものの、海外繊維事業の大幅な業績改善効果もあり、営業損失252百万円（前

年同期は営業損失417百万円）、経常損失257百万円（前年同期は経常損失448百万円）と前年同期と比較し損

失を改善することが出来ました。また法人税等を控除した四半期純損失は、ニット加工事業統合に伴う固定資

産の減損損失60百万円の発生もあり、379百万円（前年同期は四半期純損失431百万円）となりました。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①繊維事業

　染色加工部門は、受注環境の大幅悪化に対応する為、国内におきましては前期末に実施した人員適正化に加え

て、工場稼働日数短縮や大幅なシフト変更など弾力的な操業体制で臨み、収益改善に努めましたが、受注数量の

減少が想定を上回り、また市場での価格競争激化により売上単価も伸び悩みました。海外におきましては、タイ

子会社が、前期に実施した生産合理化による採算改善効果に加えて、高単価のプリント加工の受注増加に注力

した結果、収益事業として変革を遂げ5期ぶりに大幅に黒字回復を達成し、インドネシア子会社も対米向け輸出

が低迷する中、インドネシア国内向けの受注を大幅に拡大させ、現地通貨ベースで前年同期比48.5％増の増収

を達成しました。これらの結果、海外事業の業績は堅調に拡大させることが出来ましたが、国内染色加工事業に

おける売上不振の影響により、染色加工部門の売上高は1,996百万円（前年同期比27.2％減、746百万円減）と

減収となりました。

　繊維製品等販売部門は、インドネシア子会社におきまして、設備投資効果もあり、EPA（経済連携協定）を活用

した日本向けの販売が拡大したものの、日本国内におきましては、百貨店売上の減少の影響により、婦人衣料用

途向けのテキスタイル販売が落ち込んだほか、消費不振の影響に加え、円高進行による為替の影響もあり、縫製

品販売も減収となった結果、売上高は1,136百万円（前年同期比6.0％減、72百万円減）となりました。

　以上の結果、繊維事業の売上高は3,132百万円（前年同期比20.7％減、819百万円減）となりましたが、海外事

業の業績改善もあり、営業損失は267百万円（前年同期は営業損失417百万円）となりました。

②不動産賃貸事業

  新規取扱い物件はなく、売上高22百万円（前年同期比7.4％減、1百万円減）、営業利益16百万円（前年同期比

11.0％減、2百万円減）となりました。

③機械販売事業

  主力販売先である染色加工業界の低迷により受注が減少し、売上高25百万円（前年同期比39.0％減、16百万

円減）となり、営業損失は5百万円（前年同期は営業損失0百万円）となりました。

④倉庫事業

  景況悪化に伴う倉庫・荷受取扱量の減少により、売上高86百万円（前年同期比16.9％減、17百万円減）、営業

損失4百万円（前年同期は営業損失0百万円）となりました。

⑤保育サービス事業

  保育園の受託運営増加や病院等における託児所の新規開設により、売上高267百万円（前年同期比26.3％増、
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55百万円増）となり、営業利益は18百万円（前年同期比87.6％増、8百万円増）と増益となりました。

⑥システム事業

  企業のシステム開発への設備投資抑制の影響により市況が大きく悪化し、売上高26百万円（前年同期比

41.4％減、19百万円減）となりましたが、経費圧縮により、営業損失は10百万円（前年同期は営業損失25百万

円）となりました。

所在地別セグメントの業績は次の通りであります。

①日本

　非繊維事業におきまして、保育サービス事業が順調に業績を拡大しましたが、主力の繊維事業におきまして、

消費の冷え込みから受注が大幅減少し、業績が低迷した結果、売上高は2,550百万円（前年同期比22.6％減、743

百万円減）、営業損失は323百万円（前年同期は営業損失405百万円）となりました。

②東南アジア

　タイ子会社が、前期に実施した生産合理化の効果やタイ国内での受注を安定的に確保したことにより、黒字回

復したことに加えて、インドネシア子会社も、日本向け輸出やインドネシア国内向け受注を順調に伸ばし業績

を拡大しました。その結果、売上高は、円貨への為替換算の影響もあり、969百万円（前年同期比0.9％減、8百万

円減）となりましたが、営業利益は74百万円（前年同期は営業損失5百万円）と大幅な黒字回復となりました。

　

(2)財政状態の状況

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は、14,577百万円（前連結会計年度末比7.9％減、1,258百万円

減）となりました。これは主に現金及び預金の減少361百万円、受取手形及び売掛金の減少758百万円等によるも

のです。

　負債は、10,118百万円（前連結会計年度末比7.9％減、879百万円減）となりました。これは主に支払手形及び買

掛金の減少465百万円、社債の増加260百万円、未払費用の減少562百万円等によるものです。

　純資産は、4,459百万円（前連結会計年度末比7.8％減　378百万円減）となりました。これは主に資本剰余金の

減少639百万円、利益剰余金の増加83百万円、有価証券の時価評価に伴う有価証券評価差額金の増加86百万円等

によるものです。

　

(3)キャッシュ・フローの状況

　当第2四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、営業活動により713百万円の増加、投資活

動により213百万円の減少、財務活動により284百万円の減少となった結果、第1四半期連結会計期間末と比べ

236百万円増加し、1,600百万円となりました。

当第2四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　税金等調整前四半期純損失314百万円を計上しましたが、売上債権の減少816百万円、仕入債務の減少額181百

万円等により、713百万円の収入（前年同期は403百万円の収入）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　有形固定資産の取得による支出223百万円等により、213百万円の支出（前年同期は173百万円の収入）となり

ました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　短期借入金の返済による支出378百万円、長期借入金の返済による支出160百万円、社債の発行による収入295

百万円等により、284百万円の支出（前年同期は474百万円の支出）となりました。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第2四半期連結会計期間において重要な変更及び新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はあり

ません。

 

(5）研究開発活動

　当第2四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、21百万円であります。

なお、当第2四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 36,142,529 36,142,529

東京証券取引所

(市場第一部)

名古屋証券取引所

(市場第一部)

単元株式数は1,000株

であります。

計 36,142,529 36,142,529 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年７月１日～

平成21年９月30日
－ 36,142,529 － 4,300,000 － 1,075,000
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（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目2の1 1,702 4.71

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７の１ 1,423 3.94

八代芳明 名古屋市瑞穂区 1,320 3.65

株式会社みずほコーポレート銀行

（常任代理人 資産管理サービス

信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目３の３

（東京都中央区晴海１丁目８の12）
1,189 3.29

日清紡績株式会社 東京都中央区日本橋人形町2丁目31の11 1,160 3.21

稲畑産業株式会社 大阪市中央区南船場１丁目15の14 1,157 3.20

長瀬産業株式会社　 東京都中央区日本橋小舟町5の1 1,156 3.20

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目26の1 1,133 3.13

八代和彦 兵庫県西宮市 1,041 2.88

八代興産株式会社 名古屋市中村区名駅３丁目28の12 980 2.71

計 － 12,265 33.94

　（注）上記のほか、自己株式が1,455千株あります。

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】　

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － －　 －

完全議決権株式（自己株式等）

(自己保有株式)

普通株式    1,455,000

　

－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 　34,297,000　 34,297 －

単元未満株式
普通株式      390,529

　
－ －

発行済株式総数 36,142,529 － －

総株主の議決権 － 34,297 －

　（注）１．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が5,000株(議決権5

個)含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式431株が含まれております。
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②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)

東海染工株式会社

愛知県清須市西枇杷島町

子新田１番地の２
1,455,000－ 1,455,000 4.03

計 － 1,455,000－ 1,455,000 4.03

　（注）　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的には所有していない株式が1,000株(議決権1個)あります。

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めております。

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
　４月

　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高（円） 97 125 110 103 179 151

最低（円） 63 71 88 78 88 115

　（注）最高・最低株価は東京証券取引所(市場第一部)によるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　（1）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　（2）当社の四半期連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、百万円単位で記載してお

りましたが、当第２四半期会計期間及び当第２四半期累計期間より千円単位をもって記載することに変更しました。

なお、比較を容易にするため、前第２四半期連結会計期間及び前第２四半期連結累計期間についても千円単位に組替

え表示しております。　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,600,658 1,962,469

受取手形及び売掛金 3,174,767 3,933,588

商品及び製品 317,163 408,788

仕掛品 351,902 361,900

原材料及び貯蔵品 351,294 378,974

繰延税金資産 28,365 25,964

その他 342,895 400,784

貸倒引当金 △3,221 △2,737

流動資産合計 6,163,826 7,469,734

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,875,349 1,725,640

機械装置及び運搬具（純額） 2,480,523 2,512,626

土地 1,814,580 1,803,839

建設仮勘定 133,824 276,496

その他（純額） 69,279 62,723

有形固定資産合計 ※1
 6,373,558

※1
 6,381,326

無形固定資産

のれん 26,679 31,877

その他 29,925 30,446

無形固定資産合計 56,605 62,323

投資その他の資産

投資有価証券 1,724,201 1,583,883

繰延税金資産 13,237 12,088

その他 248,856 333,108

貸倒引当金 △2,296 △6,059

投資その他の資産合計 1,983,999 1,923,021

固定資産合計 8,414,162 8,366,671

資産合計 14,577,988 15,836,405
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,900,963 2,366,488

短期借入金 3,683,944 3,510,832

未払法人税等 66,516 46,453

賞与引当金 23,800 17,100

その他 963,889 1,634,094

流動負債合計 6,639,114 7,574,969

固定負債

社債 240,000 －

長期借入金 805,053 1,120,823

退職給付引当金 1,795,608 1,790,050

役員退職慰労引当金 311,717 316,451

負ののれん 22,661 25,898

その他 304,523 169,989

固定負債合計 3,479,566 3,423,213

負債合計 10,118,680 10,998,182

純資産の部

株主資本

資本金 4,300,000 4,300,000

資本剰余金 2,413,074 3,052,621

利益剰余金 △1,144,548 △1,228,547

自己株式 △332,181 △331,666

株主資本合計 5,236,343 5,792,407

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 145,527 59,242

為替換算調整勘定 △1,074,767 △1,104,962

評価・換算差額等合計 △929,239 △1,045,720

少数株主持分 152,205 91,535

純資産合計 4,459,308 4,838,222

負債純資産合計 14,577,988 15,836,405
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 9,040,868 7,358,734

売上原価 8,587,119 6,794,443

売上総利益 453,749 564,290

販売費及び一般管理費 ※1
 1,005,380

※1
 861,254

営業損失（△） △551,630 △296,963

営業外収益

受取利息 8,665 2,095

受取配当金 25,870 21,965

負ののれん償却額 － 3,237

為替差益 － 26,495

有価証券償還益 122,355 －

雑収入 31,821 22,680

営業外収益合計 188,712 76,474

営業外費用

支払利息 62,472 38,391

退職給付費用 62,554 62,554

為替差損 9,912 －

雑支出 22,692 15,115

営業外費用合計 157,632 116,062

経常損失（△） △520,550 △336,551

特別利益

固定資産売却益 10,320 －

投資有価証券売却益 6,285 －

移転補償金 20,000 －

貸倒引当金戻入額 2,942 3,123

特別利益合計 39,548 3,123

特別損失

減損損失 － ※2
 60,119

事務所移転費用 5,825 －

特別損失合計 5,825 60,119

税金等調整前四半期純損失（△） △486,827 △393,548

法人税、住民税及び事業税 42,459 63,024

法人税等調整額 40,987 33,573

法人税等合計 83,447 96,597

少数株主利益 26,645 47,318

四半期純損失（△） △596,920 △537,464
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 4,220,764 3,450,557

売上原価 4,137,502 3,303,728

売上総利益 83,261 146,828

販売費及び一般管理費 ※1
 501,009

※1
 399,272

営業損失（△） △417,747 △252,443

営業外収益

受取利息 5,975 1,233

受取配当金 2,828 －

負ののれん償却額 － 1,618

為替差益 － 34,753

有価証券償還益 33,873 －

雑収入 19,440 10,733

営業外収益合計 62,117 48,337

営業外費用

支払利息 28,386 18,616

退職給付費用 31,277 31,277

為替差損 11,043 －

デリバティブ評価損 15,045 －

雑支出 6,877 3,741

営業外費用合計 92,629 53,635

経常損失（△） △448,258 △257,741

特別利益

固定資産売却益 622 －

投資有価証券売却益 6,285 －

貸倒引当金戻入額 2,942 3,123

特別利益合計 9,850 3,123

特別損失

減損損失 － ※2
 60,119

特別損失合計 － 60,119

税金等調整前四半期純損失（△） △438,408 △314,737

法人税、住民税及び事業税 14,198 33,991

法人税等調整額 △26,904 1,604

法人税等合計 △12,706 35,596

少数株主利益 5,514 29,011

四半期純損失（△） △431,216 △379,345
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △486,827 △393,548

減価償却費 319,918 305,972

有価証券償還損益（△は益） △122,355 －

移転補償金 △20,000 －

減損損失 － 60,119

退職給付引当金の増減額（△は減少） 10,390 5,557

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,942 △3,298

賞与引当金の増減額（△は減少） △48,200 6,700

受取利息及び受取配当金 △34,535 △24,060

支払利息 62,472 38,391

為替差損益（△は益） △9,890 △66,542

有形固定資産売却損益（△は益） △10,320 －

売上債権の増減額（△は増加） 963,748 786,291

たな卸資産の増減額（△は増加） 83,716 175,707

仕入債務の増減額（△は減少） △397,460 △519,915

未払費用の増減額（△は減少） △64,715 △592,125

その他 △99,593 114,440

小計 143,406 △106,309

利息及び配当金の受取額 34,535 24,060

利息の支払額 △63,120 △37,140

移転補償金の受取額 20,000 －

法人税等の支払額 △53,446 △45,212

営業活動によるキャッシュ・フロー 81,375 △164,601

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の償還による収入 304,400 －

補助金の受取額 111,022 18,483

有形固定資産の取得による支出 △357,617 △311,206

有形固定資産の売却による収入 12,760 －

投資有価証券の売却による収入 11,139 480

その他 14,876 △12,413

投資活動によるキャッシュ・フロー 96,581 △304,656

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △161,701 65,091

長期借入れによる収入 100,000 5,224

長期借入金の返済による支出 △337,000 △326,324

社債の発行による収入 － 295,775

社債の償還による支出 △40,000 △40,000

自己株式の取得による支出 △982 △515

配当金の支払額 △103,484 △201

その他 － 57

財務活動によるキャッシュ・フロー △543,168 △891

現金及び現金同等物に係る換算差額 △19,877 34,227

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △385,089 △435,922

現金及び現金同等物の期首残高 1,775,212 1,962,469

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物
の増減額

－ 74,111

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,390,123

※
 1,600,658
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

　1　連結子会社の事業年度等に関する事項の変更

　　（追加情報）

　　　従来、連結子会社のうち決算日が1月31日であったＴＫサポート株式会社については、同日現在の財務諸表を利用　　　

　　し、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っておりましたが、同社が決算日を3月

　　31日に変更したことにより、当第2四半期連結累計期間は平成21年2月1日から平成21年9月30日までの８ヶ月間を連

　　結しております。

　

　２　その他の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　　（追加情報）

　　　第１四半期連結会計期間より、連結納税制度を適用しております。

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間 （自　平成21年４月１日  至　平成21年９月30日）

　該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間 （自　平成21年４月１日  至　平成21年９月30日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額
22,251,501

　
千円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

22,540,958

　
千円

　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれており

ます。

　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれており

ます。

　２　偶発債務

　関係会社　㈱東海トレーディング

　２　偶発債務

　関係会社　㈱東海トレーディング

L/C連帯保証 225,292千円

銀行借入の保証 40,000千円

合計 265,292千円

L/C連帯保証 146,537千円

銀行借入の保証 40,000千円

合計 186,537千円

　 　この他、新潟染工㈱に対し、同社取引先への営業　取引

保証（上限100,000千円）を行っております。

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　　次のとおりであります。

従業員給料手当 477,190千円

賞与引当金繰入額 52,200千円

退職給付引当金繰入額 29,140千円　

 　

　

従業員給料手当 449,462千円

賞与引当金繰入額 23,800千円

退職給付引当金繰入額 30,342千円

役員退職慰労引当金繰入額 1,081千円

　

　　　　―――――――――――――――――

　

※２　減損損失の内訳は次のとおりであります。

　　　　　場所　　　愛知県清須市及び岐阜県羽島市

　　　　　用途　　　遊休資産

　　　　　種類　　　機械装置

　　　　　減損損失　60,119千円

　　　当社グループは、資産を事業用資産、共用資産及び　　　

　　遊休資産に分類し、事業用資産については独立したキ

　　ャッシュ・フローを生み出す最小の単位を、遊休資産　

　　についてはそれぞれの個別物件を、グルーピングの最

　　小単位として減損の兆候を判定しております。

　　　上記資産グループの資産については、帳簿価額を回

　　収可能価額まで減額し、当該減少額60,119千円を減損

　　損失として特別損失に計上しております。

　　　なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売

　　却価額により測定しております。

　　　正味売却価額は、他の転用や売却が困難なことから

　　ゼロとして評価しております。　
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は　

　　次のとおりであります。

従業員給料手当  272,236千円

賞与引当金繰入額   6,280千円

退職給付引当金繰入額   14,657千円

従業員給料手当 204,982千円

賞与引当金繰入額 12,700千円

退職給付引当金繰入額 15,102千円

役員退職慰労引当金繰入額 　540千円

　

　　　　――――――――――――――――― ※２　減損損失の内訳は次のとおりであります。

　　　　　場所　　　愛知県清須市及び岐阜県羽島市

　　　　　用途　　　遊休資産

　　　　　種類　　　機械装置

　　　　　減損損失　60,119千円

　　　当社グループは、資産を事業用資産、共用資産及び　　　

　　遊休資産に分類し、事業用資産については独立したキ

　　ャッシュ・フローを生み出す最小の単位を、遊休資産　

　　についてはそれぞれの個別物件を、グルーピングの最

　　小単位として減損の兆候を判定しております。

　　　上記資産グループの資産については、帳簿価額を回

　　収可能価額まで減額し、当該減少額60,119千円を減損

　　損失として特別損失に計上しております。

　　　なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売

　　却価額により測定しております。

　　　正味売却価額は、他の転用や売却が困難なことから

　　ゼロとして評価しております。　

　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在） （平成21年９月30日現在）

現金及び預金勘定 1,390,123千円

預入期間が３か月を超える定期預金 －千円

現金及び現金同等物 1,390,123千円

　

現金及び預金勘定 1,600,658千円

預入期間が３か月を超える定期預金 －千円

現金及び現金同等物 1,600,658千円

　

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年

９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  36,142千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  1,455千株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

５．株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　欠損填補に充てるため、資本剰余金639,547千円を利益剰余金に振り替えております。

EDINET提出書類

東海染工株式会社(E00563)

四半期報告書

19/28



（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

　

    
繊維事業
(千円)　

不動産
賃貸事業
(千円)　

機械販売
事業
(千円)

倉庫事業
(千円)

保育サー
ビス事業
(千円)　

システム
事業
(千円)

その他の
事業　
(千円)　

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高                                         

(1）外部顧客

に対する

売上高

3,951,85119,8395,4224,755211,58126,3169964,220,764-　 4,220,764

(2）セグメン

ト間の内

部売上高

又は振替

高

79 4,45936,13398,783 -　 19,598-　 159,054(159,054)-　

計 3,951,93124,29841,556103,539211,58145,9159964,379,819(159,054)4,220,764

営業利益又

は営業損失

（△）

△417,58618,144△256 △488 9,681△25,673△1,569△417,747-　　　　 △417,747

　（注）１．事業の区分方法は、製品の種類及び性質により区分しております。

２．各事業の主な製品

（1）繊維事業……………天然繊維織物加工、合成繊維織物加工、編物加工、技術指導料、買取二等反売上、テ

キスタイル（衣料関連、インテリア関連、スポーツ関連等）、縫製品（パンツ、パ

ジャマ、カジュアルシャツ等）

（2）不動産賃貸事業……事業用土地、店舗、駐車場、住宅、保養施設の賃貸

（3）機械販売事業………染色関連開発機器・工業薬品の分析装置の販売等

（4）倉庫事業……………繊維製品等の荷役・保管等

（5）保育サービス事業…ベビーシッターサービス、託児所での保育サービス

（6）システム事業………ソフト開発の請負等

（7）その他の事業………包装資材販売等

　

当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

 
繊維事業
(千円)　

不動産
賃貸事業
(千円)　

機械販売
事業
(千円)

倉庫事業
(千円)

保育サー
ビス事業
(千円)　

システム
事業
(千円)

その他の
事業　
(千円)　

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高                                         

(1）外部顧客

に対する

売上高

3,132,11118,02312,3779,621267,41210,3436673,450,557-　 3,450,557

(2）セグメン

ト間の内

部売上高

又は振替

高

517 4,45912,96576,391 -　 16,524-　 110,858(110,858)-　

計 3,132,62922,48225,34386,012267,41226,8686673,561,415(110,858)3,450,557

営業利益又

は営業損失

（△）

△267,60916,139△5,629△4,68618,167△10,6451,220△253,043
600　　

　　
△252,443
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　（注）１．事業の区分方法は、製品の種類及び性質により区分しております。

２．各事業の主な製品

（1）繊維事業……………天然繊維織物加工、合成繊維織物加工、編物加工、技術指導料、買取二等反売上、テ

キスタイル（衣料関連、インテリア関連、スポーツ関連等）、縫製品（パンツ、パ

ジャマ、カジュアルシャツ等）

（2）不動産賃貸事業……事業用土地、店舗、駐車場、住宅、保養施設の賃貸

（3）機械販売事業………染色関連開発機器・工業薬品の分析装置の販売等

（4）倉庫事業……………繊維製品等の荷役・保管等

（5）保育サービス事業…ベビーシッターサービス、託児所での保育サービス

（6）システム事業………ソフト開発の請負等

（7）その他の事業………包装資材販売等

　

前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

 
繊維事業
(千円)　

不動産
賃貸事業
(千円)　

機械販売
事業
(千円)

倉庫事業
(千円)

保育サー
ビス事業
(千円)　

システム
事業
(千円)

その他の
事業　
(千円)　

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高                                         

(1）外部顧客

に対する

売上高

8,434,15639,72913,26434,440434,41682,7652,0959,040,868-　 9,040,868

(2）セグメン

ト間の内

部売上高

又は振替

高

189 8,918123,961207,091-　 39,293-　 379,454(379,454)-　

計 8,434,34648,647137,226241,532434,416122,0582,0959,420,323(379,454)9,040,868

営業利益又

は営業損失

（△）

△586,32737,5475,5917,08235,250△47,918△3,057△551,830200△551,630

　（注）１．事業の区分方法は、製品の種類及び性質により区分しております。

２．各事業の主な製品

（1）繊維事業……………天然繊維織物加工、合成繊維織物加工、編物加工、技術指導料、買取二等反売上、テ

キスタイル（衣料関連、インテリア関連、スポーツ関連等）、縫製品（パンツ、パ

ジャマ、カジュアルシャツ等）

（2）不動産賃貸事業……事業用土地、店舗、駐車場、住宅、保養施設の賃貸

（3）機械販売事業………染色関連開発機器・工業薬品の分析装置の販売等

（4）倉庫事業……………繊維製品等の荷役・保管等

（5）保育サービス事業…ベビーシッターサービス、託児所での保育サービス

（6）システム事業………ソフト開発の請負等

（7）その他の事業………包装資材販売等
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当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

 
繊維事業
(千円)　

不動産
賃貸事業
(千円)　

機械販売
事業
(千円)

倉庫事業
(千円)

保育サー
ビス事業
(千円)　

システム
事業
(千円)

その他の
事業　
(千円)　

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高                                         

(1）外部顧客

に対する

売上高

6,713,88036,03735,55317,528528,40325,9801,3507,358,734-　 7,358,734

(2）セグメン

ト間の内

部売上高

又は振替

高

1,0138,91825,554157,983-　 35,970-　 229,439(229,439)-　

計 6,714,89344,95561,107175,511528,40361,9511,3507,588,174(229,439)7,358,734

営業利益又

は営業損失

（△）

△321,17632,6201,175△11,51822,629△23,4381,544△298,163
1,200

　　　
△296,963

　（注）１．事業の区分方法は、製品の種類及び性質により区分しております。

２．各事業の主な製品

（1）繊維事業……………天然繊維織物加工、合成繊維織物加工、編物加工、技術指導料、買取二等反売上、テ

キスタイル（衣料関連、インテリア関連、スポーツ関連等）、縫製品（パンツ、パ

ジャマ、カジュアルシャツ等）

（2）不動産賃貸事業……事業用土地、店舗、駐車場、住宅、保養施設の賃貸

（3）機械販売事業………染色関連開発機器・工業薬品の分析装置の販売等

（4）倉庫事業……………繊維製品等の荷役・保管等

（5）保育サービス事業…ベビーシッターサービス、託児所での保育サービス

（6）システム事業………ソフト開発の請負等

（7）その他の事業………包装資材販売等
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

 
日本
（千円）

東南アジア
（千円）

北米
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 3,244,173976,590 -　 4,220,764 -　 4,220,764

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
50,214 1,742 -　 51,956(51,956) -　

計 3,294,387978,332 -　 4,272,720(51,956)4,220,764

営業利益又は営業損失（△） △405,053△5,397 △6,957△417,407 (339)△417,747

  （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

   (1) 東南アジア……タイ・インドネシア

   (2) 北米……………アメリカ

当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

 
日本
（千円）

東南アジア
（千円）

北米
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 2,485,661964,895  - 3,450,557  - 3,450,557

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
64,839 5,062 -　 69,901(69,901) - 

計 2,550,501969,957 - 3,520,458(69,901)3,450,557

営業利益又は営業損失（△） △323,48974,564△5,735△254,660 2,217△252,443

   （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

 ２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

    (1) 東南アジア……タイ・インドネシア

    (2) 北米……………アメリカ

前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

 
日本
（千円）

東南アジア
（千円）

北米
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 6,997,9772,042,891 -　 9,040,868 -　 9,040,868

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
123,163 2,617 -　 125,781(125,781) -　

計 7,121,1412,045,508 -　 9,166,649(125,781)9,040,868

営業利益又は営業損失（△） △560,74621,887△13,543△552,402 772 △551,630

  （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

   (1) 東南アジア……タイ・インドネシア

   (2) 北米……………アメリカ

当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

 
日本
（千円）

東南アジア
（千円）

北米
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 5,437,7661,920,968 - 7,358,734  - 7,358,734

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
120,460 7,199 - 127,660(127,660) - 

計 5,558,2271,928,167 - 7,486,395(127,660)7,358,734

営業利益又は営業損失（△） △472,118189,747△16,191△298,562 1,599△296,963

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　　(1) 東南アジア……タイ・インドネシア

　　(2) 北米……………アメリカ　
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 397,738 507,958 286,783 1,192,480

Ⅱ　連結売上高（千円）    4,220,764

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合

（％）
9.4 12.0 6.8 28.3

  （注）１．国又は地域は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

　(1)　北米……………アメリカ

　(2)　アジア…………中国・韓国・その他

　(3)　その他の地域…欧州・中近東・豪州・中南米・アフリカ・その他

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の仕向地により区分した売上高であります。

　

当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 380,819 350,715 209,674 941,209

Ⅱ　連結売上高（千円）    3,450,557

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合

（％）
11.0 10.2 6.1 27.3

  （注）１．国又は地域は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

　(1)　北米……………アメリカ

　(2)　アジア…………中国・韓国・その他

　(3)　その他の地域…欧州・中近東・豪州・中南米・アフリカ・その他

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の仕向地により区分した売上高であります。

　

前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 734,371 880,179 721,674 2,336,225

Ⅱ　連結売上高（千円）    9,040,868

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合

（％）
8.1 9.7 8.0 25.8

  （注）１．国又は地域は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

　(1)　北米……………アメリカ

　(2)　アジア…………中国・韓国・その他

　(3)　その他の地域…欧州・中近東・豪州・中南米・アフリカ・その他

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の仕向地により区分した売上高であります。

　

当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 649,197 691,051 534,589 1,874,839

Ⅱ　連結売上高（千円）    7,358,734

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合

（％）
8.8 9.4 7.3 25.5

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

　(1)　北米……………アメリカ

　(2)　アジア…………中国・韓国・その他

　(3)　その他の地域…欧州・中近東・豪州・中南米・アフリカ・その他

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の仕向地により区分した売上高であります。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 124.17円 １株当たり純資産額 136.82円

２．１株当たり四半期純損失金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額

（△）
△17.20円

１株当たり四半期純損失金額

（△）
△15.49円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純損失（千円） △596,920 △537,464

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） △596,920 △537,464

期中平均株式数（千株） 34,705 34,689

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額

（△）
△12.43円

１株当たり四半期純損失金額

（△）
△10.94円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純損失（千円） △431,216 △379,345

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） △431,216 △379,345

期中平均株式数（千株） 34,702 34,688

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月13日

東海染工株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 谷口　定敏　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 市之瀬　申　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海染工株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海染工株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月9日

東海染工株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 谷口　定敏　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 市之瀬　申　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海染工株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海染工株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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